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労働生産性格差に見るイノベーション普及の効果分析 
 

 
○勝本雅和（京都工芸繊維大学） 

 

 

 

１． 背景 
 東京への一極集中の弊害が指摘されて久しい。多くの地方活性化策が取られてきたにも関わらず、東

京圏への人口の流入は続いている。一方、一人当たり県内総生産で見ると、図１に示す通り、1990 年ま

では都道府県間での格差が拡大していたが、バブル崩壊以降、格差が急速に縮小し、1997 年以降は横ば

いで推移している。労働生産性で見ても、TFP (Total Factor Productivity)で見ても、ほぼ同様に 1990

年を境に格差の拡大から縮小に転じている。 

 この変化に関しては、2 節で述べるように様々な要因が指摘されているが、必ずしも明確な説明は存

在しないのが実情である。本稿は従来から指摘されてきた民間資本ストック、社会資本ストックの蓄積

といった要因に加えて、近年、経済全体においてその役割が大きくなってきている IT について、IT 普

及の労働生産性格差への効果を計測しようとするものである。 

 

２． 労働生産性格差拡大・縮小の要因 
資本ストックの蓄積は労働生産性

の向上に大きな影響を持つことは良

く知られており、労働生産性格差拡

大・縮小の重要な要因として認識され

ている。戦後の日本経済に関する実証

研究では、石川（2000）や財務省総合

政策研究所（2002）は民間資本装備率

の地域間格差の縮小が生産性格差の

縮小に寄与したと主張している。一方、

深尾・岳（2002）は 1957-73 年につい

てはむしろ民間資本の蓄積は格差を

拡大する効果を持ち、1973 年以降は格

差拡大への効果が無くなったと主張

している。 

民間資本ストックだけではなく、社

会資本ストックの蓄積が労働生産性

の向上に資するであろうことは容易

に想像できるが、中里(2003)は道路整

備の効果を分析して、60～70 年代は全

国的なネットワークを形成する道路

の整備が産業の集積度が低い地域にお    図１．変動係数で見る都道府県間格差の推移 
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いて経済成長に有意なプラスの影響を 

もたらしたが、80 年代以降、道路整備は地域経済の成長に有意な影響をもたらさなくなったことを指摘

している。また同様に財務省総合政策研究所(2002)も社会資本が TFP に与える影響は時間とともに低下

していると指摘している。 

 IT に関しては、総務省情報通信政策研究所(2007)が 1990 年代の後半において IT 部門が都道府県の成

長の牽引に重要な役割を果たしたこと、また関東への IT サービス部門の集中と関東以外への IT 製造部

門の移転・分散が進行したことを指摘している。 

 このように先行研究では労働生産性格差の拡大・縮小の要因が十分に特定されているわけではない。 
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３． 分析手法 
 先行研究で指摘されている労働生産性の地域間格差の決定要因のうち、民間資本ストック、社会資本

ストック、IT 資本ストックの効果を確認するため、Lehr & Lichtenberg (1999)の生産関数を拡張した

生産関数（（１）式）を設定した。 

社会資本ストック（STX）については、2節で述べたその効果が減少ないし消滅しているとの指摘、ま

た石川(2000)の「社会資本の非競合性に着目すれば、より重要なのは一人当たりの水準ではなく、社会

資本の絶対水準である」また「社会資本ストックには生産力が自府県だけではなく近隣の府県に及ぶと

いうスピルオーバー効果がある」と指摘に鑑み、①社会資本ストックの効果を考慮しない場合、②一人

当たり社会資本ストック（社会資本装備率）により考慮する場合、③当該都道府県の社会資本ストック

の量により考慮する場合、④広域の社会資本ストックによるスピルオーバー効果により考慮する場合の

4ケースについて分析を行う。 

また IT 資本ストックが持つとされるネットワーク外部性に基づくスピルオーバー効果（ITX）を検討

するため、その効果を含む場合と含まない場合の 2ケースについて分析を行う。 

従って、合計で 8ケースについて、以下で述べるパネルデータを用いて分析を行った。 
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上の式の両辺の対数を取り、変形を行うことにより、以下の式を得る。 
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（２）式について上記の８つのケースについて重回帰分析を行ってパラメータ推定を行う。回帰にあ

たっては固定効果モデルを用いる。 

使用するデータについては表１に示す。いずれも 1975-2005 年の都道府県別データである。なお、社

会資本ストックおよび IT 資本ストックのスピルオーバー効果については、それぞれ当該府県が属する

地方のストックの合計値を用いて計測することとしている。地方の区分については、社会資本の経済効

果について分析を行った中島・中東・日野（2002）の区分に従っている。 

 

表１ 分析に用いる変数の内容とデータソース 
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４． 分析結果 
（１） 重回帰分析の結果 

 表２に重回帰分析の結果を示す。どのケースも高い自由度修正済み決定係数を示しているが、自由度

修正済み決定係数、F値、AIC の三点から判断すると Case 6 の当てはまりが最も良いと考えられる。以

下ではこのケースについて議論を行う。 

このケースでは、労働生産性に対して、民間資本装備率、IT 資本比率、社会資本装備率、IT 資本の

スピルオーバー効果が全て正の効果を持つことが示される。 

社会資本ストックについては、先行研究では効果が減少ないし消滅しているとされていたが、本分析

では依然として労働生産性への比較的高い効果を有している。また、社会資本ストックの指標として、

その絶対水準やスピルオーバー効果よりも、当該府県における社会資本装備率が最も説明力が高い点も

先行研究の結果とは異なっている。 

 IT 資本のスピルオーバー効果は、標準偏回帰係数の大きさを見ると、民間資本装備率とわずかに抑え

て最も大きな効果を持つ要因となっている。 

 

表２ 重回帰分析の結果 

 
 

（２） 労働生産性変化の要因分解 

 1975-1990 年に観察される労働生産性格差の拡大（拡散期）と 1991-2005 年に観察される労働生産性

格差の縮小（収斂期）について、上で得られた回帰式（Case 6）に基づいて、各期首において高い生産

性を持つグループと低い生産性を持つグループに分けて、それぞれのグループの平均労働生産性上昇率

の要因分解を行い、それぞれの貢献度を推定した。表３にその結果を示す。Δが格差拡大・縮小効果を

示しており、正であれば格差縮小に貢献しており、負であれば格差拡大に貢献していることを意味する。 

民間資本装備率の影響は、先行研究にはその影響を否定するものもあったが、拡散期、収斂期のどち

らにおいても格差収斂の方向に働いており、その貢献度はいずれの期においても最大である。社会資本

装備率についても同じ傾向であるが、その貢献度は民間資本装備率に比べると低い。IT 資本ストックに

関しては、当該地域の IT 資本ストックの効果を示す IT 資本比率は拡散期には格差拡大にまた収斂期に

は格差縮小に貢献している。しかしその貢献度は非常に小さい。IT 資本ストックのスピルオーバー効果
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については IT 資本比率と同じ傾向であり、その効果は非常に大きい。 

以上のことから、民間資本ストックと社会資本ストックは全期間を通じて労働生産性格差の縮小に貢

献しており、1990 年における労働生産性格差の拡大から縮小への変化には IT の普及、特に IT 資本スト

ックのスピルオーバー効果が大きく関係していたことが示唆される。 

 

表３．労働生産性変化の要因分解 

 
 

５． 考察 
 本分析から、日本の都道府県における労働生産性の上昇に IT の普及（IT 資本ストックの蓄積および

IT 資本のスピルオーバー効果）が大きく関係していること、また 1975-1990 年の拡散期から 1991-2005

年の収斂期への転換の主要因は IT の普及であることが示唆された。また、この IT の普及の効果におい

ては、当該府県における IT 資本ストックによる効率性向上効果よりも、より幅広い地域における IT 資

本ストックからのスピルオーバー効果が非常に大きな役割を持つことが示唆された。このことは強いネ

ットワーク外部性を持つと考えられる IT の特徴を示しているものと考えられる。 

 この結果から読み取れることは、「IT という大きなイノベーション（IT 革命）の影響は、IT が持つネ

ットワーク外部性から来る規模の生産性によって IT 資本ストックの蓄積が進みやすい都市部において

まず効果を発揮し、その結果、都市部と周辺部の生産性格差が拡大する。その後、IT 資本ストックの蓄

積が周辺部でも進むにつれ、周辺部でも IT 資本ストックのスピルオーバー効果により急速な生産性上

昇が始まり、生産性格差が縮小した」というシナリオである。 

このシナリオを証明するには、IT 革命が引き起こした産業構造の変化の影響を考慮すると同時に、本

分析では精緻と言えなかったIT資本ストックのスピルオーバー効果の計測方法を改善する必要がある。

スピルオーバーが及ぶ範囲を社会資本における分析と同様に「地方」としているが、IT の物理的距離を

極端に短縮する能力に鑑みて再考する必要がある。またスピルオーバーを活用するために必要な吸収能

力（Absorptive Capacity）についても何ら考慮していない。今後の発展課題と言えよう。 
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